
総 説

地域における減塩活動の展開

小 谷 和 彦 ・奥野みどり ・小林亜由美

Community-Based Salt Reduction Initiatives
 

Kazuhiko KOTANI ,Midori OKUNO ,Ayumi KOBAYASHI

要 旨

塩分過剰摂取と高血圧症あるいは心血管疾患との関連性から、減塩活動が行われてきている。本

稿では、減塩指向社会について、減塩活動の現状を、特にポピュレーションアプローチの観点から

概説した。減塩活動のポピュレーションアプローチに関する研究と実践は、近年、加速しつつある。

その上で、日本の地域レベルでの減塩活動の事例をいくつか紹介し、その現状をまとめた。地域社

会の啓発や食環境の整備を、行政、専門家集団、食品関連業界、そして住民などが協同して進めて

きている実態が見てとれる。こうした活動の成果も検証されつつある。さらに、減塩活動の展望や

地域医療の発展と類似する点についても見解を加えた。

キーワード：減塩、ポピュレーションアプローチ、地域医療、健康政策

．塩分摂取と健康、そして減塩指向社会

高血圧症は世界的にありふれた疾患であり、心疾患

や脳血管疾患、ひいては（脳血管性）認知障害のよう

な致死あるいは生活の質の低下をもたらす危険因子の

一つである 。そして、食塩過剰摂取は血圧の上昇と関

連し、減塩によって降圧がみられることは広く知られ

ている 。高血圧症保有者のみならず、高血圧域でな

い血圧レベルを有する健常者、特に若年者あるいは青

壮年者においても予防的観点から塩分摂取の適正化は

勧奨されている 。

塩分と健康との関係は壮大な学問対象である。塩分

と高血圧症あるいは心血管疾患との関連は確立された

ように見える一方で、依然としてその関係性に関する

議論は止んでいない 。また、塩分過剰摂取は、心血管

系の疾病に留まらず、多様な病態に関与し、例えば胃

がんのような悪性腫瘍の発生にも関連していることが

知られている 。

健康生活、とりわけ生活習慣病対策のために世界全

体で優先される取り組みとして、減塩は、禁煙に次い

で２番目に位置する（国際連合学識者会議)。日本で

も健康づくりにおける減塩の位置づけは同様であ

る 。日本国民の収縮期血圧値を4mmHgほど低減

（このうち、減塩で2mmHgの低減に寄与）すると、

冠疾患死亡で5,000人／年、脳卒中死亡で10,000人／年

程度の低減が見込まれる（厚生労働省 健康日本21［第

２次］）。世界保健機関（World Health Organization:

WHO）では一般成人の塩分摂取を５ℊ／日未満と掲

げており、日本では男性で８ℊ／日未満、女性で７ℊ／

日未満を目標としたところである（厚生労働省 食事

摂取基準2015年版）。日本人の食塩摂取は、戦後、減少

してきたとはいえ、成人の男性で10.9ℊ／日、女性で

9.2ℊ／日と、世界の中では依然として高水準にあり

（厚生労働省 平成26年国民健康・栄養調査結果の概

要）、日本は減塩への取り組みを重要視すべき状況にあ

る。

減塩対策に関する考え方は進みつつある。個人に対

するハイリスクアプローチと集団に対するポピュレー
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ションアプローチである 。昨今では、両者の組み

合わせによる健康づくりが提案されるようになってい

る。ポピュレーションアプローチとは、ポピュレーショ

ン、すなわち集団が健康行動（ここでは減塩）をとれ

るように、集団全体に働きかける取り組みをい

う 。高血圧症での医療機関受診者（ハイリスクア

プローチの対象）にとっては減塩の効果は僅かに思え

るが、医療機関に受診しない人をも対象とした地域全

体での血圧管理という視点が重要である 。日本人の

塩分摂取源に関しては、個人で調節できない加工食品

の寄与も４割程度みられており、このことは、減塩の

達成において個人の努力に限界があることを意味す

る 。これを踏まえて、社会的な意識の醸成、特に広

域での啓発活動、さらに食環境の整備、特に食品製造

業ならびに外食産業に関わる業界との協同（例：塩分

表示、減塩食品やメニューの開発）といったことが、

減塩に対する現代式ポピュレーションアプローチとし

て一般に考案されてきている 。

国外における減塩対策に対する様々な研究や実践は

示唆に富む。２つほど紹介する。一つは米国（塩分摂

取は男性で10.4ℊ／日、女性で7.3ℊ／日）での研究で

ある 。３ℊ／日の減塩のシミュレーションで、血圧の

上昇は緩和されて心疾患発症の低減（年間120,000人が

60,000人まで）や脳血管疾患発症の低減（年間66,000

人が32,000人まで）が推定された。これは降圧薬使用

の効果に引けを取らない（費用効果では、減塩のほう

がもちろん優勢になる）という。ポピュレーションア

プローチを奨励する所見と見て取れる。もう一つは英

国での実践成果である 。同じ欧州ではフィンラン

ドが国ぐるみで減塩食品を認定してきたように、英国

でもいわば国ぐるみでCASH（Consensus Action on
 

Salt and Health：塩と健康についての国民会議）が組

織され、減塩政策を推進した。社会啓発や尿中塩分の

測定と並んで、特定の食品、特にパンの塩分含有量を

2001年から10年に渡って僅かずつ減らしたところ、こ

れに連れて国民の塩分摂取量は低減し、血圧値、およ

び心筋梗塞と脳卒中の死亡率が減少（2003～2011年の

期間でそれぞれ40％と42％程度）したという（医療費

の低減も見込まれた) 。さらに、このCASHをもと

に世界中の賛同者からなるWASH（World Action on
 

Salt and Health）は組織され、国内外で減塩社会を目

指す動きが起こってきている。

．日本の地域発減塩活動

日本における減塩活動の歴史も旧い。日本を「塩漬

け文化」と呼ぶ人もいるくらいに日本人は塩分と濃密

に付き合ってきた。米食に合う味であるということに

加え、高温多湿な気候や食糧難の回避のための食品保

存に塩分は必需であったという話をよく見聞する。事

実、冷蔵庫の普及（1975年［昭和50年］にほぼ全戸に

１台の時代を迎えた）や食品搬送システムの改良に連

れて塩分摂取は低減している。これは、国レベルでの

ポピュレーションアプローチの一例と言えよう。最近

では、健康日本21時代になって、食品の塩分成分表示

（ナトリウム表示の場合には2.54倍して塩分相当量に

換算）も進んできており、これも国レベルでのポピュ

レーションアプローチの一例である。

こうした国レベルの減塩への動向もあるが、日本で

は地域ぐるみで減塩活動に積極的に取り組んできた事

例も少なくない。こうした地域発の減塩活動は多分に

ポピュレーションアプローチの要素を含んでいる。日

本の地域レベルでの減塩活動例をいくつか提示した

い。

長野県では住民が保健補導員を組織し、特に1967年

（昭和42年）頃には同員が、地域の家庭を訪問して味

噌汁や漬物の塩分指導をする活動がみられたという。

同じような頃に、東北地方、特に秋田県や岩手県でも

同様な地域での減塩活動もあった。

新潟県（人口規模的には200万人を超える地域のイ

メージ）における「にいがた減塩ルネサンス運動」は

有名である 。全県を挙げての大事業であり、県民

運動化して継続して成果を蓄積している点で特筆され

る。1965年（昭和40年）代に脳血管疾患対策としてそ

の胎動はあり、1981年（昭和56年）に健康にいがたク

ローバー運動と称して、行政、栄養士会、食生活改善

推進委員協議会などの連携で食生活（例：味噌汁、漬

物、魚介類塩蔵品の摂取）の改善への取り組みが進ん

だ 。さらに、2008年（平成20年）に、脳血管疾患と

胃がんの対策として、食塩摂取の１ℊの低減、野菜１

皿の増加、果物１個の摂取を目標に掲げ、減塩ルネサ

ンス運動と称して活動は展開している 。県民の塩

分摂取の実態把握と疾病分析に基づく資料の提供

（例：県独自の塩分摂取を高めるチェックシートの作

成）、減塩意識を促す地域社会啓発（例：キャンペーン

やイベント）、食品製造業や食品提供産業に関わる業界

との連携による食環境整備を積極的に行っている。県
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民会議や地域での会議（例：うおぬま会議）を行って

県民運動としての合意形成を進め、県がマネージメン

トして市町村が拠点となり、県民全体にアプローチす

る流れが作られている。また、行政、栄養士会、食生

活改善推進委員協議会、医師会、調理師会、企業（職

域）、農業・食品製造業界、食品販売・提供業界といっ

た多様な構成員による協同体が組織されている。この

中で、蒲鉾製造業が減塩練り製品を開発し、飲食店が

減塩メニューを提供するといったことが具現化してき

ている。食生活改善推進員による家庭訪問、また保健

所や学校による教本作成や子供と保護者への教育など

も行われている。全体像を描き、大がかりな仕組みで、

かつ地に足の着いた取り組みを丁寧に継続している様

子が参考になる。県民の塩分摂取（１日）はクローバー

運動時代の14ℊ代（全国平均をやや上回る）から、最

近では10ℊ代（全国平均レベル）に低減し、併せて脳

血管疾患の死亡率（人口10万対145人）や胃がんの死亡

率（人口10万対55人）も低減し、全国平均レベルに並

ぶようになってきている 。

筑西市（［当初は協和町］、茨城県：人口規模的には

１万人を超える地域のイメージ）の減塩運動も有名で

ある。1981年（昭和56年）から市（町）を挙げての脳

卒中対策として始まった。キャンペーン、イベント、

あるいはフォーラムを開催して地域社会の啓発の実施

に加えて、循環器検診（二次予防）と検診後の健康教

室をセットにして継続して展開されてきた 。

キャッチフレーズを公募（例：「塩かけず手間𨻶かけ

て愛情料理」、「打ち破ろう 食塩信仰、重労働に塩多

くは迷信です」）し、広報、看板、垂れ幕、ポスター、

カレンダーなどを用いた住民参加型のキャンペーン活

動も印象的である 。保健推進員と成人病予防対策

委員を住民に嘱託し、その地区リーダーと共に、行政、

医師会、健診機関、大学、食品協会、学校、農業協同

組合などが協同体となって活動している。地域での減

塩の実行とともに脳卒中による寝たきり発生（粗数：

1981年時に約40人が1991年時には約20人と減少）につ

いてモニタリングされている 。

呉市（広島県：人口規模的には20万人を超える地域

のイメージ）での活動も興味深い 。一般に、超高齢者

よりも若年者こそ減塩をすべきと言われ、また小児の

味覚は家庭あるいは母親に依存するとされるが 、比

較的最近はじまった呉市での取り組みは、食育の中で

減塩を推進している点においてユニークである。行政、

医師を含む専門家集団、食品関連業界、市民らで協同

体を組織し、2012年（平成24年）に「減塩サミット in

呉」を機に減塩給食の実施に進んだ 。サミットでは、

小学～高校生を中心にして減塩川柳、ポスター、作文

を作り、大学生は減塩寸劇、料理ショー、レシピの考

案などに携わったという。この流れは市民に波及し、

タウン誌に減塩食（例：減塩お好み焼き）を提供する

飲食店をリスト化するような「こだわりのヘルシーグ

ルメDietレストラン in呉＆ in広島」プロジェクトに

至っている 。食育から市民・県民参加型の活動になっ

てきた流れは、展開として参考になる。

国立循環器病研究センター（大阪府）の減塩活動で

ある「かるしお事業」は、その取り組みのアイデアは

もとより、医療機関を拠点として地域社会あるいは全

国を巻き込んでいった点でユニークな例として特筆さ

れる 。従来の病院食に一般に付随する、おいしくない

が体のためであるといった観念を打破し、おいしい減

塩食をまず確立した。次いで、この病院食「かるしお

レシピ」を書籍やインターネットを通じて広く公開し

た。さらに、各病院あるいは地域の減塩食コンテスト

「ご当地かるしおレシピ」Ｓ―１グランプリ大会を開

催し、また地域の食品に対する「かるしお認定」を制

度化し、減塩社会づくりを進めてきている 。

この他にも、広域の減塩活動は、最近、様々な地域

で興隆している。2010年以降の例として、秋田県の「あ

きた減塩意識改革推進事業」、青森県の「だし活プロ

ジェクト」、宮城県の「医食同源プロジェクト―宮城カ

ルテ食堂」 、佐賀県の大学と行政の連携による支援型

減塩教育 などが知られる。

．減塩活動における新展開考

地域における減塩支援の方法論にもいくらかの進展

がみられる。食品中塩分の測定や尿中塩分排泄量の測

定ができる簡易デバイスが入手可能となり、減塩手帳

と合わせてセルフモニタリング時に、あるいは啓発

キャンペーン時に使う動きが報告されている 。減

塩を意識づけるだけでは減塩行動は起きにくい場合が

あり ，いわば塩分の見える化への取り組みに関して

考案が続いている。

DASH食（Dietary Approaches to Stop Hyperten-

sion：野菜や果物ならびに低脂肪乳製品を増やし、飽

和および総脂肪を減らした食事）の研究をはじめとし

て、カリウムの多い野菜や果物の摂取がナトリウム利

尿を促して降圧に働くことから、塩分のみに傾注せず、
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野菜や果物を積極的に摂取することが提案されてい

る 。野菜や果物の積極的摂取をしながら塩分摂取

制限を組み合わせたり、その実施方法について広く伝

達したりすることに対する模索がある 。また、減塩と

組み合わせて、肥満予防、有酸素運動、中等度の飲酒、

服薬指導のような降圧に繫がる要因に包括的に取り組

む方法についても認識が高まっている 。

我々は、こうした取り組みを実現する方法として、

特に地域での伝達法として information community
 

technologyの活用、ソーシャルキャピタルの基盤によ

る口承、あるいは薬局のような健康ステーションの機

能化 について検討している。また、特に勤労世代では

職域で生活する時間が長いことを利用して、地域にあ

る企業での教育機会の確保も検討している。

さらに、最近、塩分の味覚低下が塩分過剰摂取を招

くことも言われるようになっている。地域で認識が高

まっている口腔ケアが減塩活動に繫がってくる可能性

もあるとみている。

．減塩活動と地域医療考

地域レベルでの減塩活動をレビューしてみると、い

くつかの活動は、いわゆる地域医療の一端として発展

してきていたり、その活動の成り立ちが地域医療の発

展の仕方と通じる面を持っていたりすることに気付

く。日本では、地域の好発疾患である高血圧症や胃が

んへの対策がいかに課題となってきたかということの

現れでもあろう。

地域発の減塩活動の事例からうかがえることは、行

政、専門家集団、企業、そして地域住民が協同体にな

ることで活動が継続し、発展してきているということ

である。地域医療が盛んだと言われるところでは、行

政や住民が医療を守り育てる機運や文化が概してあ

り、行政や住民が地域の運営に積極的に組みしている。

減塩活動が盛んな地域では、行政のリーダーシップや

住民の組織化が見て取れる。減塩についても食育の一

環として若年者へのアプローチが進んできているが、

昨今では、地域医療を守り育てるために、医療を直に

活用するとしないとに拘わらず、全住民、換言すれば

全年齢層に対して、「医療を大切に使い、いのちを考え

る」ような啓発活動（医育）も進みつつある。そして、

さらに最近、データを用いて地域住民と情報共有がで

きる環境が整備されてきた。減塩活動の進め方や効果

検証という課題は、情報をもとに住民と意見交換し、

合意形成できる時代である。地域医療の視点からも、

こうした減塩活動の今後の展開に注目していきたい。
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Abstract
 

An excessive dietary salt intake is associated with high blood pressure and cardiovascular
 

and cerebrovascular disease;thus,salt reduction strategies have been developed. The present
 

review describes the actual status of salt reduction initiatives from the viewpoint of a
 

population-based approach and activities. Such initiatives are currently in progress. In
 

Japan,several community-level initiatives have aimed to reduce the intake of salt,and public
 

education and the arrangement of the food-related environment has been conducted with a
 

collaborative network that includes various members, such as local government workers,

socio-medical professionals, food developers/providers and community-dwelling individuals.

These community-based initiatives appear to improve the salt intake. Moreover, we here
 

discuss the perspectives of salt reduction initiatives and the similarities in relation to the
 

development of community medicine.

Key words:salt reduction,population strategy,community medicine,health policy
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